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1. はじめに 
 本稿の目的は、高度化が進む製品の開発において外部人材を活用する際の課題を整

理することで、効果的な製品開発戦略のあり方を検討することにある。 
 近年、ICTの発展を背景に、様々な製品領域において高機能化と多機能化が急速に

進展している。製品機能の高度化は、企業の研究開発活動によって実現されている一

方で、開発現場におけるタスクの増加を引き起こす。製品の高機能化・多機能化の実

現には、様々な科学・技術領域の知識が広く、そして深く求められるためである。情

報量の増加、いわゆる開発規模の増大によって、開発現場では、タスクが加速度的に

増加し、逼迫した状況が生じている。 
 開発タスクの増大にいかに対応していくのか。この問題については、古くから議論

が展開されてきた。そこでは、1990年代以降、モジュラー化およびオープン化が有効

な手段として積極的に論じられてきた（e.g 青島・武石, 2001）。具体的には、製品ア

ーキテクチャのモジュラー化によって、開発タスクを相互依存性の低い下位タスクへ

と分割することが可能となり、開発活動の効率化と外部委託化が可能となる点が指摘

されている。 
 しかしながら、モジュラー化の便益は簡単に享受できるわけではない。そもそも製

品アーキテクチャのモジュラリティは、個別企業が自由に選択できる類いのものでは

ない。製品に対する高機能化や多機能化の要求が著しい領域では、その実現のために

製品アーキテクチャはインテグラル化する傾向がある（e.g. 藤本, 2007, 2013）。そう

した領域では、モジュラー化を試みたものの、事前に把握できなかったタスク間の相

互依存性が開発過程で明らかになることで、開発効率が低下することがしばしばある。

この点において、モジュラー化によって享受できる便益は限定的であるといえる。高

機能化や多機能化が進む領域では、開発段階で製品アーキテクチャのモジュラー化を

実現することが難しいため、外部人材の活用による開発能力の増強は妥当ではないと

一般に考えられている。組織の開発能力を開発活動に対する資源投入量と開発効率の

積と捉えると、製品の高度化を志向する開発組織にとって、開発能力を増強するため
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の方策は資源投入量の増強、しかも内部人材の増強に限られることとなる。高度化す

る製品領域において、開発タスク増大への対応策は、開発組織内部の人員増強に限ら

れるのだろうか。 
 この問題意識の下、本稿では外部人材の活用可能性を探っていく。次節では、その

検討の前段として、製品の高度化と開発タスクの関係と、開発タスクと製品アーキテ

クチャの関係について整理する。第3節では、製品の高度化が進む領域では、製品ア

ーキテクチャのモジュラー化が困難である点を確認したうえで、このことに関連して

外部人材の活用が妥当ではないと考えられている点を指摘する。さらに、この検討を

通じて、製品システム知識の共有化が外部人材を活用する際の鍵となる点を指摘する。

続く第4節では、製品の高機能化と多機能化が進展する製品領域としてカーナビを題

材に、それまでの議論を確認する。 
 
2. 製品の高度化と開発タスクの増大 
 製品開発プロセスは、しばしば問題解決プロセスとして記述される（e.g. von Hippel, 
1990, １994；楠木，1992；青島, 1997）。実際的な問題に対する解として製品を捉え

ることができるためである（Alexander, 1964; 藤本, 2013）。こうした視点に立脚する

と、製品開発のプロセスは、実際的な問題に関する知識とその解決に資する科学・技

術的な知識を統合するプロセスとして解釈できる。これらの専門知識を探索・収集し、

問題に対する解へと処理・統合するプロセスが製品開発プロセスである。 
 製品に解決が求められる実際的問題、すなわち製品に求められる機能が高度化する

につれて、製品開発プロセスにおいて扱われる情報量、すなわち開発タスクは増大す

る。関連する専門知識の範囲が拡大するためである。例えば、高機能化・多機能化を

果たす過程で、腕時計という製品の開発に必要な知識は金属加工技術から電気・電子

技術へと広がっている。 
 こうした製品の高度化に伴う開発タスクの増大は、組織に関する古典的な問題を顕

在化させる。分業と調整の問題である。開発タスクは、個人の情報処理能力が有限で

あることに起因して、分割され、分散処理されなければならない（von Hippel, 1990）。
原理的に、開発タスクの増大に対しては、開発活動に関与する組織成員数の増加が必

要となる。しかし、成員数の増加によって、組織の開発能力が無限に増大するわけで

はない。分散処理された個別タスクの成果は、 終的に製品へと統合されなければな

らないためである。成員数の増加によって、探索・収集可能な情報量は等差級数的に

増大する一方で、それらを統合する（個別タスクを調整する）ためのコストは等比級

数的に増大する。その結果、開発組織のタスク処理能力は、成員の増加に伴い向上す

るものの、その能力の増分は逓減し、ある時点で減少に転じることとなる。 
 開発タスクの増大への対応を成功裏に進めるためには、調整に係るコストの逓増を

抑えることで、開発組織のタスク処理能力を向上させることが重要となる。この問題

を巡っては、製品アーキテクチャという概念を中心に、近年盛んに議論が展開されて

いる（e.g. Sanchez and Mahoney, 1996; Baldwin and Clark, 2000; 青島・武石, 2001）。
そもそも、分割された個別タスクを統合する際に調整が必要となる理由は、個別タス

クの間に存在する相互依存性にもとめられる。この相互依存性に対処する方策として、
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製品アーキテクチャのモジュラー化が近年注目されている。 
 製品アーキテクチャとは、機能（問題）要素と構造（解）要素の配列および双方の

対応関係を記述する際に用いられる概念である（Ulrich, 1995）。前述したように、製

品開発タスクは、個人の情報処理能力が有限であるがゆえに、分割される。製品機能

は複数の機能要素へと、製品構造は複数の構造要素へとそれぞれ分割され、複数の構

造要素によって複数の機能要素の実現が試みられる（図１）。このとき、図１の上側の

ように機能（要素）と構造（要素）の対応が1対1といった簡潔な関係にあるものが、

モジュラリティが高いアーキテクチャ（モジュラー・アーキテクチャ）と呼ばれ、図

１の下側のように機能（要素）と構造（要素）の対応が錯綜した関係にあるものが、

モジュラリティの低いアーキテクチャ（インテグラル・アーキテクチャ）と呼ばれる。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1 モジュラー・アーキテクチャとインテグラル・アーキテクチャ 

 
 ここで重要となるのは、モジュラー・アーキテクチャでは、個別タスクに要求され

る成果が相互に独立している点である。図１では、全体機能（F）を備えた全体構造

（S）を開発する全体タスクが、2つの構造要素を開発する個別タスクに分割されてい
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る。このとき、個別タスクの間に相互依存性が存在する点は、モジュラー・アーキテ

クチャとインテグラル・アーキテクチャの間で共通している。Sa とSb ないしSc と
Sdという2つの構造要素の開発は、全体機能（F）という開発活動全体の成果を実現

するうえで、それぞれ不可欠である。しかし、個別タスクに課される目標（実現が要

求される要素機能）の相互依存性は、両アーキテクチャの間で大きく異なる。モジュ

ラー・アーキテクチャでは、機能要素Faの実現は構造要素Saの開発タスクに、機能

要素Fbの実現は構造要素Sbの開発タスクに完結化（カプセル化）されており、この

意味において、個別タスクに要求される成果（個別機能）は独立しているのである。

他方、インテグラルアーキテクチャでは、個別タスクに要求される成果（個別機能）

は独立していない。構造要素Scの開発タスクの成果、すなわち機能要素（Fcないし

Fd）の実現は、構造要素Sdの開発タスクに依存している。モジュラー・アーキテク

チャの下では、個別タスクの相互依存性が、各個別タスクに課される成果目標（機能

要素の実現)に縮約されることで、タスク間の相互依存性が削減されているのである

（Ulrich, 1995; Bauldwin and Clark, 2000）。 
 この違いは、タスク間の調整コストに大きな影響を及ぼす。インテグラル・アーキ

テクチャの下では、個別タスクの遂行にあたり、他のタスクの担当者と頻繁にコミュ

ニケーションをとる必要が生じる。タスク間の調整において直接調整というコストの

高い調整手段に頼らざるを得ないのである。他方、モジュラー・アーキテクチャの下

では、コミュニケーションをとる必要はない。アウトプットの標準化という調整手段

を利用することができるためである。タスク間の相互依存性が、個別タスクの成果目

標に縮約され、個別タスクに対して事前に課されているのである。 
 それぞれのアーキテクチャで利用される調整手段の違いは、成員数の増大に伴う調

整コストの増加に大きく反映されることとなる。直接調整に頼らざるを得ないインテ

グラル・アーキテクチャの下では、開発人員の増加に伴い調整コストが逓増していく。

他方で、モジュラー・アーキテクチャの下では、調整コストの逓増が回避可能である。 
 この違いによって、開発組織のタスク処理能力の限界、ないし開発能力の増強可能

性が変わってくる。すなわち、開発組織は、モジュラー・アーキテクチャを志向する

こと（モジュラー化）によって、開発組織のタスク処理能力を増強することが可能と

なるのである。 
 なお、ここで論じているインテグラル・アーキテクチャおよびモジュラー・アーキ

テクチャは理念型であり、現実の製品アーキテクチャのほとんどは、この2つの理念

型の間に位置する。ここで指摘したい点は、開発組織のタスク処理能力を向上させる

ためには、製品アーキテクチャのモジュール化が不可避であるということである。 
 
3. 開発活動における外部人材の活用 
 機能の高度化が著しい製品領域ほど、開発タスクの増加が著しいため、モジュラー

化が企業には強く求められる。しかしその一方で、そうした製品領域ほど、製品アー

キテクチャのモジュラー化は難しいとされる。製品アーキテクチャがモジュラー化さ

れるためには、製品の機能要素および構造要素の相互依存性に関する知識、いわゆる

「アーキテクチャ知識（Henderson and Clark, 1990）」や、「システム知識（Iansiti, 
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1998; 青島, 1998）」、「製品コンセプト（Clark, 1985; Clark and Fujimoto, 1991）」と

呼ばれる知識が必要となるためである。（Sanchez and Mahoney, 1996; 楠木・チェス

ブロウ, 2001）。この製品システム知識(1)の獲得には、経験ないし試行錯誤を通じた学

習が必要であるとされる。製品の高度化が著しい領域では、扱われる専門知識の新規

性が高いため、開発活動の開始時点において完全なシステム知識を手にすることは難

しく、製品アーキテクチャのモジュラー化は困難である。 
 そのため、製品の高度化が著しい領域では、不完全な製品システム知識の下で開発

活動が進められることとなる。もちろんこの場合にも、個人の情報処理能力の限界ゆ

えに、開発タスクの遂行にはタスク分割が不可避である。そこでは、相互依存性が低

くなるようなタスク分割が試みられたとしても、製品システム知識の不完全さゆえに、

事前において明らかではなかった相互依存性が開発の過程において露呈することとな

る。そのタスク間の相互依存性は、当該タスク間の直接調整によって処理される必要

がある。 
 こうした直接調整の必要性は、製品の高度化が著しいほど高くなる。開発において

扱われる専門知識の新規性が高まることで、事前における製品システム知識の完全性

は低くなるためである。要素間の相互依存性を事前に把握することは難しく、事前に

想定されていなかった相互依存性が開発の過程においてしばしば露呈することとなる。 
 直接調整の必要性が偶発的に発生する頻度が高いことに関連して、高度化が求めら

れる製品の開発では、オフショア化や外部委託化といった外部人材の利用は妥当では

ないと一般的に考えられてきた。そうした開発組織では、開発資源の増強を狙って外

部人材を活用するほど、直接調整に係るコストが増大し、開発効率が低下する、と考

えられているのである。この信念は、当事者間で共有されている前提知識が少ないほ

どコミュニケーション・コストが上昇するというロジックと、外部人材との間で共有

される知識は少ないという前提によって構成される。 
 前提知識が共有されるほどコミュニケーション・コストが低下するというロジック

は、製品開発活動の効率性を説明する様々な議論でも示唆されてきた（Clark and 
Fujimoto, 1991; 青島・延岡, 1997; Iansiti, 1998; 楠木, 1998; 青島, 1998; 武石, 2003）。
そこでは、先述した製品システム知識が、開発プロセスに有用な情報を選別するフィ

ルター（Cohen and Levinthal, 1990）や、主体間の情報伝達の潤滑剤（中馬, 2004; 
Chuma, 2006）の役割を果たすことで(2)、コミュニケーション・コストを低下させる

（von Hippel, 1992）点も論じられている。製品システム知識の共有度が、コミュニ

ケーション・コストの低下を介して、開発効率を上昇させるのである。 
 この一連の議論からは、外部人材活用の妥当性を疑問視する信念を構成するロジッ

クが確認される一方で、その前提が必ずしも所与ではない可能性が示唆される。組織

の間において、製品システム知識が共有される程度に差が存在することは、開発人材

間の知識共有度が、組織に所属しているか否かのみで規定されないことを意味する。

開発活動に携わる人材が内部人材か外部人材かによって、製品システムの共有度が一

律に規定されるわけではない。 
 たしかに、内部人材に比べ外部人材の方が、直接的なインタラクションの発生頻度

が低いため、知識が共有される程度は低い傾向にある。また、外部人材に対して、製
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品システム知識の共有を促すインセンティブを設計することは相対的に難しい。しか

し、そうした傾向や難しさを補正する施策や制度を構築することができれば、製品シ

ステム知識の共有化を外部主体と進めることは可能であろう。 
 外部人材の活用による開発資源の増強と、開発効率の維持・向上という、一見する

と背反する要求に応えることができるか否かは、機器の高度化に伴う開発タスクの増

大が著しい製品領域ほど、製品開発のパフォーマンス、ひいては競争力に反映される。

このジレンマを解決する鍵は、外部主体との製品システム知識の共有化にあると考え

られる。 
 
4. カーナビ開発におけるタスク増大とその対応 
 本節では、カーナビ産業を題材として前節までの議論を確認する。まず、カーナビ

の技術および市場の動向を確認したうえで、2000年頃から、カーナビの開発タスクが

急激に増大し、それに対応できるか否かが企業の競争地位を左右していた点を確認す

る。そのうえで、開発タスクの増大に成功裏に対応したアルパインの事例分析を行う。

アルパインでは、ソフトウェア開発タスクの大胆な外部委託化によりタスク増大への

対応が行われていた。そうした外部人材を活用した製品開発活動を効果的に進めるた

めに、様々な施策を通じて製品システム知識の共有が図られていた点を確認する。 
 
 4.1 カーナビ技術とその市場の動向 

 カーナビゲーション（以下、カーナビ）とは、自動車の現在地と目的地を探索し、

その経路を案内する機能を備えた製品システムである。1990 年頃、位置測位にGPS
を利用するカーナビが国内メーカー各社により開発・上市されて以降、カーナビは、

情報技術や通信技術をはじめとする様々な周辺技術の発展を取り込むかたちで、機能

の高度化と多様化を果たしていく。たとえば、GPSや、ジャイロ・センサー、加速度

センサーなどの各種計測情報と、DVD や HDD といった大容量記憶デバイスに蓄積

したデジタル地図情報を複合することで、位置測定の精度は劇的に向上している。ま

た、各種通信機能を取り込むことで、道路交通情報通信システム（VICS）情報やプロ

ーブ交通情報を利用し、渋滞状況を反映した経路案内を実現している。さらに、こう

した高機能化と平行して、カーオーディオや、ワンセグテレビ、地上波デジタルテレ

ビといったオーディオ・ビジュアル機能や、ドライブレコーダーやバックモニター、

ETCといった運転支援機能などを取り込むことで多機能化も進展している。 
 高機能化・多機能化が進むカーナビの市場は、2000年代を通じて、急速に成長して

いく。ちなみに、高機能化・多機能化を遂げるカーナビは、車のダッシュボードに備

え付けられることから、据置型カーナビと呼ばれる(3)。その市場成長の牽引役は国内

市場であった。そもそも、カーナビは、煩雑な道路事情に起因する問題を抱える国内

顧客をターゲットとし、その問題の緩和/解消を意図して開発された製品である。そう

した市場ニーズにうまくマッチしたカーナビは、20～30 万円台の高価格にもかかわ

らず、国内市場を中心に販売台数を伸ばしていく。図2は、国内市場の規模の推移で

ある。2000 年に 189 万台であった販売台数は、2006 年に 370 万台へと倍増してい 
る(4)。 
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 なお、図2中では、用途先別の内訳も示されている。カーナビは、市販品と車に標

準/オプション装備される純正品に分類される。一般に、機能の高度化・多様化に関し

ては市販品が、自動車との摺り合わせに関しては純正品が、それぞれ相対的に強く求

められるという。一方の市販品は、標準/オプション品以外の選択肢からも選択したい

という「こだわり」のある 終消費者によって選択・利用されるため、相対的に 先

端の機能が求められる。他方で、純正品では、機器の利用者はカーナビの機能に対し

て敏感ではないけれど、自動車メーカー側から車種との連携といった機能が要求され

る。普及に伴って利用者の構成がイノベーター/マニア層からマス層へとシフトするこ

とで、徐々に純正品の割合が増加しているものの、純正品の比率は6割強で推移して

いる。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 据置型カーナビの国内市場規模の推移（販売台数ベース）(5) 

 
 海外では、国内ほど道路事情が煩雑ではないため、顧客の予算制約が緩い高級車用、

とりわけ純正品にセグメントが限定され、市場の拡大は日本に遅れた。しかしながら、

図３から確認できるように、海外市場も着実に成長しており、2000年代中頃から、そ

の成長ペースも向上している。 
 市場成長期にあった 2000 年代、カーナビ市場では、激しい企業間競争が展開され

た。1990年代前半には30社近い企業が参入していたものの、ソニーをはじめ多くの

企業がこの製品から撤退し、2004年には十数社にまで減少している(6)。ちなみに、カ

ーナビの主要プレーヤーのほとんどは日本企業である。図4は、上位4社の世界シェ

アの推移である。2004 年以降、パナソニック（旧松下電器産業）がシェア 12%前後

でトップシェアを維持している。ただし、2 位以下の企業との差はわずかであり、パ

イオニアとデンソー、アルパインを含む4社がこの激しくシェアを奪い合う構図であ
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る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図3 据置型カーナビの世界市場規模の推移（販売台数ベース）(7) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図4 据置型カーナビの上位4社の世界シェア推移（販売台数ベース）(8) 

 
 4.2 ソフトウェア開発のタスク増大 

 上位企業とその他の企業の優勝劣敗を左右した大きな要因の1つとして、製品開発

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年

パナソニック デンソー アルパイン パイオニア 富士通テン

世
界
市
場
シ
ェ
ア
（
販
売
台
数
ベ
ー
ス)

2004 2005 2006 2007 2008 2009

世界市場 5,900 6,680 7,570 8,250 5,950 5,790

海外市場 2,500 3,000 3,870 4,530 3,220 3,040

国内市場 3,400 3,680 3,700 3,720 2,730 2,750

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

8,000 

9,000 

10,000 
販

売
数

量
(千

台
)

年



147 

 

能力を挙げることができる。具体的には、製品の高度化と多品種化を同時追求できる

か否かである。前述の通り、2000年代を通じてカーナビは高機能化・多機能化を劇的

に遂げており、こうした高度化を先導できるか否かが企業間競争において重要な意味

を持っていた。加えて、カーナビに対するニーズは、国、用途および車種別に異なる

ため、それぞれをターゲットとした機種を複数投入できるかどうかも大きな意味を持

っていた。 
 カーナビでは、製品の高度化と多様化によって、開発タスク、とりわけソフトウェ

ア部分の開発タスクの劇的な増加が生じている。カーナビは、多様なデバイスの多層

的なシステムによって製品機能を実現する大規模組み込みシステムの典型例である。

カーナビの中心的な製品機能の1つであるナビゲーション機能だけでも、その実現に

は、現在位置情報の取得・地図データ情報の読み出し、それらの情報の処理、各種UI
での出力、といった様々な要素機能が実現されなければならず、そのために様々な構

造要素が必要となる。さらに、現在位置情報の取得という要素機能のみを取り出して

も、その実現には、GPS 情報や各種車両信号の受信・処理といった下位要素機能と、

それらを実現する下位構造要素が必要となる。これら下位機能要素/下位構造要素群は、

CPUを中心にシステム化され制御されている。こうした多層的なシステムにおいて、

下位要素の追加・変更によって全体機能の変化加えることは、他の構造要素、とりわ

けソフトウェアの変更を不可避的に生じさせる。 
 例えば、このナビゲーション機能の高機能化の1つとして、周辺の自動車の移動状

況から生成されるプローブ交通情報を利用した渋滞回避機能の強化が 2000 年頃に始

まる。このナビゲーション機能の高度化の実現には、プローブ交通情報を受信するた

めに電話通信機能という下位機能要素の実現が必要であり、そのための下位構造要素

群が製品システムに組み込まれる必要があった。これら下位機能要素/下位構造要素の

追加は、他の機能要素/構造要素群の変更・修正を必要とした。とくに、それらの変更

を統合・制御するためのソフトウェアには大きな変更が必要となった。 
 また、高機能化にともない内蔵するデバイス数が増加することで、調整しなければ

ならないデバイス間の相互依存性は加速度的に増大した。このことも開発タスク、と

りわけソフトウェアの開発タスクを増大させたと考えられる。ダッシュボード上の規

格スペース（DINスペース）に製品サイズが制約されるカーナビでは、コンポーネン

ト間の相互依存性をハードウェア側で処理できる部分は限られ、ソフトウェア側で処

理しなければならない問題も多かったようである(9)。ハードウェアの実装面積を削減

するために、ハードウェア側の機能をソフトウェアに取り込む必要も存在した。 
 加えて、カーナビには、ナビゲーション機能の高機能化だけでなく、カーオーディ

オ・ETC・ドライブレコーダーといった周辺機器の機能や、バックモニター・トップ

ビューシステム・地デジ機能といった新機能を取り込む多機能化も求められていた。 
 更には、こうした高機能化・高機能化を果たした製品を市場・車種毎に作り込む必

要もあった。 
 こうしてカーナビの開発タスクは、とりわけソフトウェア側において劇的に増大し

ていく。例えば、ソニーのカーナビ開発では、1990年代末頃に約6Mバイト程度であ

ったソフトウェアの規模が2000年代中頃に約100Mバイトに達している。そのソー
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スコード数は300万行に及び、1機種のソフトウェア開発だけに100～200人が1年

をかけるレベルにまで増大している(10)。パイオニアでは、2年に1度のフル・モデル

チェンジに約200人のソフトウェア・エンジニアが携わっていたとされ(11)、こうした

状況は、2000年代前半において、各社に共通していたようである。 
 ソフトウェア規模の増大は、その開発組織に大きな問題をもたらした。ソニーでは、

90年代前半には、数人の開発者がソースコードを共有しながら、密な作業を進めるこ

とができたが、90年代半ばには数十人に増加し、人員間のコミュニケーションに弊害

が生じるようになったという(12)。開発すべきソフトウェアの規模の増大は、その開発

に直接関わる処理タスクだけでなく、その開発活動を進める上で必要となる調整タス

クの増加をもたらしていた。ソフトウェアの開発現場では、開発タスクのモジュラー

化や共通言語の設定といった対処策が講じられたものの、急激に増加していくタスク

量を徐々に処理しきれなくなる状況が多くの企業において生じつつあったと考えられ

る。 
 
 4.3 アルパインにおけるソフトウェア開発の外部委託化 

 2000 年以降、ソフトウェア開発のタスク増大は多くの企業において対処が難しい

レベルに達しており、製品の高度化と多様化を実現できない企業が競争から脱落して

いったと考えられる。逆に言えば、図4に示した、パイオニア・パナソニック・デン

ソー・アルパインといった上位企業は、ソフトウェア開発タスクの増大に対処し、製

品の高度化と多様化を維持できた企業と捉えることができるだろう。以下では、ソフ

トウェア開発タスクの増大に対処した企業としてアルパインに注目して分析を進める。 
 アルパインは、欧州を中心とする高級車向けの純正カーナビを得意とする企業であ

り、パナソニックとパイオニアとともにカーナビ御三家と呼ばれる。その主要顧客は、

BMW や、ダイムラー、GM、クライスラー、本田技研工業などとされる。売上に占

める純正品の割合は8割(13)、海外売上高は80%を超える。純正カーナビでは、顧客で

ある自動車メーカーから、高機能化・多機能化に加えて、搭載車種の特徴に対応する

ことが求められる。その開発では、新機能を盛り込む度に、ベースとなるシステムか

らの書き換えが必要となり、各自動車メーカーからの要求仕様に対してソフトウェア

を作り替える必要もあるという(14)。つまり、製品の高度化を図りつつ顧客毎に製品を

多様化していくうえで、アルパインが処理しなければならないタスク量は膨大であっ

た。アルパインは、どうしてカーナビの高度化と多様化を実現でき、上位企業の一角

を占める競争地位を確立できたのだろうか。 
 この問いに対する答えは、ソフトウェアの大胆な外部委託化を効果的に進められた

ことに求められる。アルパインでは、1990年代後半から、開発機能の外部委託化を積

極的に進めることで、開発資源の不足を補ってきた。一般的に、ソフトウェア開発の

外部委託を行う場合、コーディングといったいわゆる下流工程にその範囲を限定し、

基本設計といった上流工程は国内に残すことが多い。上流工程は、他の構成要素との

相互依存性が高いため、その外部委託化は効果的でないとされるためである。 
 アルパインが1996 年に初めてカーオーディオのソフトウェア開発をNeusoft に外

部委託した際、その委託部分はPC 上でのテスト部分（単体テスト）のみであった。
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ところが、その後の 2000 年には、Neusoft にソフトウェアの設計までを委託し、ア

ルパインは構想設計と量産試作品のテストを手がける体制となる。こうした大胆な外

部委託を進めるうえで、初期に行われたテスト部分のみの外部委託が重要な役割を果

たす。初期の委託業務を通じてソフトウェアの構造の理解が共有され、詳細設計やコ

ーディング、更には、特定機種のソフトウェア全体を任せられるようになったとされ

る(15)。 
 アルパインは、2002年に大連にR&Dセンター（アルパイン電子（中国）公司大連

研究開発センター、以下大連R&D センター）を開設すると、大胆な外部委託化を進

めていく。2004 年頃には、この大連 R&D センターで活動する人員の大半（約 250
人）が委託先であるNeusoftのソフトウェアエンジニアで占められていた。さらに大

連での開発に対する支援業務には、Neusoft の拠点である瀋陽のエンジニアも参加し

ていた(16)。2010 年時点では、約 500 人のソフトウェア技術者が中国拠点における開

発に関与しており、そのほとんどがNeusoftの人材であるという(17)。 
 大胆に外部委託したソフトウェア開発を円滑に進める上で鍵となったのが、委託先

人員との情報共有であった。委託先のソフトウェア・エンジニアに対して製品システ

ム知識を提供するため、アルパインとNeusoftは協力していくつかの施策を講じてい

る(18)。 
 第1に、Neusoftソフトウェア技術者をハードウェアを含む製品システム全体の構

想設計に直接参加させている。Neusoft の人員数名が、アルパインのハードウェア開

発拠点に出向き、アルパインの技術者と協同でハードウェアとソフトウェアの切り分

けを検討して、それぞれの要求仕様を決定している。この取り組みの意図は、製品に

対する市場ニーズとともに、その要求を満たすために必要なハードウェアおよびソフ

トウェアの仕様をどのように決めたのかを認識させるためだとされる。かつて、要求

仕様書の提示だけであった頃には、仕様書に関する誤解が頻発していたという。仕様

を「話し合って決定する」ことで、ソフトウェアに求められる仕様要求への理解が深

まり、誤解に起因する下流工程での手戻りが防ぐ効果があった。さらには、仕様書で

は表現できなかったり、伝達しきれない情報の伝達も可能となる。 
 第2に、いくつかの研修制度を設けている。例えば、Neusoftのソフトウェア技術

者をハードウェア開発拠点で数ヶ月にわたって教育することで、評価用ハードウェア

の修理ができるようにしている。また、日本人やクルマ社会に対する理解を深めても

らうために中国人エンジニアを日本に派遣している。 
 第3に、現地の優秀なエンジニアを確保・育成するために、Neusoft の運営する中

国の大学数校において、1 年間の研修コースを設けてもらい、アルパインの業務に特

化したカリキュラムでの教育を施している。 
 
5. おわりに 
 カーナビの重要な開発要素であるソフトウェアを大胆に外部委託したアルパインで

は、開発活動の効率性や有効性の低下を防ぐ施策が複数講じられていた。 
 高度な製品の開発では、事前に把握・整理できるタスク間の相互依存性は限られて

おり、当事者間での直接調整がしばしば必要となる。この偶発的な調整に係るコスト



150 

 

に関して、外部委託化といった外部人材の活用は効果的な手段ではないと一般に考え

られてきた。その背後には、外部人材の場合、コミュニケーションの前提となる知識

の共有度が低いため、コミュニケーション・コストが高くなるという信念が存在する。

しかしながら、製品システム知識の共有度は、コミュニケーションの相手が組織内の

人員か組織外の人員かによって、一律に定まるわけではない。組織内/外にかかわらず、

前提知識を共有する施策の有無が、コミュニケーション・コスト、従って開発活動の

効率性や有効性に大きく影響を及ぼすと考えられる。 
 アルパインの事例から示唆されるように、外部委託化は高度な製品開発において必

ずしも非効率的・非有効的な手段ではないのである。製品システム知識を共有化する

施策を用いることで、開発活動の大胆な外部委託化を成功裏に進めたカーナビ・メー

カーは他にも存在する。パイオニアは、1999 年 10 月に上海に設立した合弁会社

Pioneer Suntec(Shanghai) Electronics Technology Co., Ltd.（以下、PSET）をカー

ナビのソフトウェア開発において積極的に活用している(19)。アルパインとNeusoftの
関係と同様に、当初における委託部分は、GUI（Graphical User Interface）の設計や

音声認識機能の開発など実地走行試験が必要ないソフトウェアに限定されていたもの

の、製品システム知識の共有を進めることで、その範囲は拡大していった。2001年頃

には、実地走行試験が必要なソフトウェアの開発や、戦略機種「Air Navi」のソフト

ウェア開発がPSETに外部委託されている。こうした開発体制を成功裏に進めること

ができた理由は、パイオニアが「確実に組み込みソフトウェアの開発をこなせる人材」

をPSETに求め、ソフトウェア技術者の教育を積極的に行ったことに求められる。例

えば、現地技術者を継続的に川越工場に呼び寄せ、日本の開発部隊と一定期間にわた

り一緒に仕事をさせている。こうした施策を通じて製品システム知識の共有化を進め

ることで、カーナビの利用シーンを想定したソフトウェア開発をPSET社の現地技術

者が進められる体制が構築されたという。 
 アルパインやパイオニアで採られていた様々な施策は、製品システム知識の共有化

を促すことで、外部人材の活用による開発資源の増強と、開発効率の維持・向上の同

時達成に繋がった。こうした開発能力の増強が、製品の高度化と多様化の進むカーナ

ビ市場での競争力に繋がったと考えられる。 
 ニーズが異なる多様な海外市場に対して高付加価値製品を投入していく。日本企業

に求められているこの戦略を実現するためには、外部委託化をはじめとした外部人材

の活用は不可避であろう。製品の高度化と多様化を果たしていくうえで、開発タスク

が劇的に増大するためである。そして、増大する開発タスクに対応していくうえでは

外部人材をいかに効果的に活用できるかが重要な意味を持つ。外部人材の活用と開発

効率の維持・強化という開発組織のジレンマを解消する鍵は、外部人材との製品シス

テム知識の共有化にあるように思われる。 
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【注】 

 (1) 「アーキテクチャ知識」や、「システム知識」、「製品コンセプト知識」の間、さらにはそれら

を用いる論者の間には、意味の違いが存在する。本稿では、それらを全てを包括するものとして

製品システム知識という言葉を便宜的に用いている。 

 (2) 製品アーキテクチャのモジュラー化が不完全であっても、その不完全なモジュラー設計図（ア

ーキテクチャの全体像）が開発に携わる主体間において共有されることで、調整活動が円滑化す

る点が指摘されている。なお、この効果は、事後モジュラー性（interim modurality）と呼ばれ

ている。 

 (3) 本稿では、据置型カーナビのみを指すものとして「カーナビ」という呼称を用い、据置型に絞

って分析・記述をおこなう。ちなみに、2000年代中頃から、PNDと呼ばれるポータブルタイプ

のナビゲーション機器が登場し、海外を中心に爆発的に普及していく。PNDは、機能をGPSナ

ビゲーション機能に限定し、5万円以下の価格を実現した機器であり、そのビジネスモデルおよ

び製品デザインは据置型と大きく異なる。また、PND により据置型が代替されるのではという

意見も当初存在したが、後述するように、据置型の市場は堅調に成長しており、異なる製品とし

て棲み分けていると捉える意見が大勢である。 

 (4) 図中では、2007 年以降販売数量が激減しているが、世界金融危機による市況および新車販売

の低下の影響によるものである。その後、2007年を上回る水準に回復している。 

 (5) 次のデータに基づき筆者作成。2000～2005年は、富士キメラ総研『自動車用品マーケティン

グ便覧』各年版のデータを利用した。2006 年度以降は、合計値を富士キメラ総研『自動車部品

マーケティング便覧』各年版から、市販品の値を富士キメラ総研『デジタルAV機器市場マーケ

ティング調査要覧』各年版から、それぞれ利用し、その差分から純正品の値を算出した。 

 (6) 「カーナビ戦線異状あり新『オデッセイ』の衝撃」『週刊東洋経済』2004年2月28日号, pp. 

44-49. 

 (7) 富士キメラ総研『自動車部品マーケティング便覧』各年版の数値に基づき筆者作成。 

 (8) 次のデータに基づき筆者作成。2002～2003年のデータは富士キメラ総研『車載電装デバイス

＆コンポーネンツセレクト(2003年版、2004年版）』に、2004～2007年および2009年のデータ

は『自動車部品マーケティング便覧（2005年版、2007年版、2008年版、2010年版）』、2008年

のデータは『ITS関連市場の現状と将来展望（2009年版）』に依拠する。 

 (9) ソフトウェアが、ハードウェア・コンポーネント間の相互依存性処理することでハードウェア

間の調整（摺り合わせ）を減少させる、いわゆるカプセル化の機能を備えている点については、

加藤（2002）および新宅・小川・善本（2006）に詳しい。 

 (10) 「カーナビ用ソフトを『反復開発』国内市場への再参入に備える」『日経コンピューター』2006

年11月13日号，pp. 120-123. 

 (11) 「Windows 移行を決断したカーナビ開発の現場から」『MONOist』2006 年9 月15 日配信，

http://monoist.atmarkit.co.jp/mn/articles/0609/15/news148.html. 

 (12) 本段落の記述は次の雑誌記事に依拠する。「カーナビ用ソフトを『反復開発』国内市場への再

参入に備える」『日経コンピューター』2006年11月13日号，pp. 120-123. 

 (13) 「拡大するカーナビの開発規模、協業による効率化が必須に」『EDN-Japan』2009年7月1

日，http://ednjapan.com/edn/articles/0907/01/news117.html 

 (14) 『Automotive Technology』2007年11月号，pp. 84-87. 
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 (15) 「足かけ10 年で180 人体制に開発期間を1 ヶ月短縮」『日経エレクトロニクス』2004 年11

月22日号，pp. 115-117. 

 (16) 「中国の競争力を支えるハングリー精神、アルパインは製品開発もパワーシフト」『ITmedia

エンタープライズ』2006年11月22日，

http://www.itmedia.co.jp/enterprise/articles/0611/22/news005.html. 

 (17) 『日経産業新聞』2010年11月24日，第1面． 

 (18) アルパインの施策に関する記述は次の雑誌記事に依拠する。「足かけ 10 年で 180 人体制に開

発期間を1ヶ月短縮」『日経エレクトロニクス』2004年11月22日号，pp. 115-117., 「日本を

一番理解できるのは中国価格でなく技術・品質で評価を」『日経ソリューションビジネス』2005

年11月15日号，pp. 40-42. 

 (19) 本段落のパイオニアの事例記述は、次の雑誌記事に依拠する。「カーナビ全機種で中国拠点活

用5年で6倍増の160人体制に」『日経エレクトロニクス』2004年11月22日号，pp. 118-119. 
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